懲戒規程レビューのチェックポイント

1． 懲戒規程を整備する必要性と視点
　　（１）懲戒を行うには特別の根拠が必要

1 懲戒とは・・労働者の企業秩序維持義務違反に対する一種の制裁罰（≒刑罰）

⇔通常の契約との相違

· 契約違反には契約解除や損害賠償請求を行う

· 契約当事者間は対等

⇒よって労働契約上、特別の根拠が必要となる。

2 特別の根拠とは？

→通常は労働者による、懲戒規程を含んだ就業規則に対する入社時の同意

（いわゆる包括的同意）

※　包括的同意が認められなくても就業規則上の懲戒規程に合理性があれば特別の根拠として認められる。

　　（２）罪刑法定主義の精神と処分漏れの防止

　　　①　「いかなる行為をした場合にいかなる懲戒処分を受けるのか」ということが懲戒規程において事前に規定しておく必要性（＝罪刑法定主義）

　　　②　懲戒規程に規定がなければ懲戒できない（＝処分漏れの可能性）

2． 懲戒処分の種類を定めた規定について

　（１）処分の具体的内容を特定しておくこと

処分の具体的内容が不明だと事前の警告的機能を果たさない

　　（２）その他の注意点

1 減給以上の処分についても始末書提出義務を

2 減給については労基法９１条あり

3 出勤停止は給料不支給、勤続年数の計算対象に入らない

4 懲戒解雇≠解雇予告手当不支給措置

3． 懲戒事由を定めた規定について　

（１）包括条項について

懲戒対象となる行為は多種多様で、事前に全て想定するのは無理

⇒よって包括条項（＝その他前各号に準ずる行為があったとき）が重要

　　　　　　⇔しかし包括条項だけでも不足

　　　※包括条項＝他の具体的な懲戒事由と同じ性質で同じ程度の職場秩序侵害の発生をカバーするにすぎない

（２）懲戒事由と懲戒処分との対応関係について

1 懲戒処分の種類ごとに逐一懲戒事由を定めていくもの

←実務的におすすめではない

2 懲戒処分について軽いものと重いものなどにおおまかに区分した上で、それぞれの区分に対応して懲戒事由を定めていくもの

（ⅰ）譴責から降職・降格までの部類

　　　　⇒雇用の継続を前提としており、制裁のほかに教育的効果

（ⅱ）論旨退職および懲戒解雇という部類

⇒制裁効果のみ

に意識的に区別して考える。（←質の違い・裁判における形式上の問題）

· 「重大な」「著しい」といった抽象的な修飾語だけで処分を変えるのは無理

→具体的な行為態様の違いをある程度提示する必要

3 懲戒事由の種類と懲戒処分の種類を独立に規定した上で、具体的な事案ごとに懲戒事由を確認し、それに対応する懲戒処分を使用者の裁量により決定する

→包括条項と組み合わせて広範な裁量ができるため一般的なタイプ

←②よりも説明責任大

（３）具体的な懲戒事由の定め方

1 どこまで特定・限定して書くべきか？

⇒規程上は「行為」を問題にするべきで、「結果」についてはあまり特定せず、原則として情状酌量などの運用面に委ねるべき

· 裁判所は内容が合理的になるよう限定解釈するのが通常

→懲戒事由を多少広めに規定しておいてもただちに無効とはされない。

⇒処分漏れを防ぐために下手に限定を加えずに多少余裕を持たせて限定するべき（あとは個別事案における運用面に委ねる）

· 未遂にも対応できるようにするべき

2 その他の注意点

（ⅰ）服務規律規程との対応関係

（ⅱ）過失による行為まで含めて懲戒対象とするにはその旨を明示しておく

（ⅲ）教唆および幇助行為

（ⅳ）経歴詐称・秘密漏洩行為・セクハラ

（ⅴ）前提としての業務命令自体の根拠の整備

⇒一般服務規定と「業務命令違反・不服従」という懲戒事由規定のみでは不足

4． 退職金に関する没収規定について

（１）没収規定の性質

　　退職金の全額または一部没収≠懲戒処分

　　⇒退職金には本来支給条件を伴っており、没収はそれが充足されなかったということ⇔退職金の没収は懲戒処分によって消滅したものではない

　　⇒懲戒の章とは別に賃金・退職金の章にいれるべき。

（２）退職金没収事由の定め方

　　⇒最近の裁判例は「それまでの勤続の功を抹消ないし減殺してしまう程の著しく信義に反する行為があったか」という視点からみている。

　　　懲戒解雇処分が実際に行われなくても勤続の功を抹消するような事情（≒懲戒解雇事由＋α）があれば退職金没収処分が有効とされることもある。

· 退職後に懲戒解雇事由が発見された場合にも対処できるように工夫すべき。

（３）退職金の没収範囲の定め方　　

· 全額没収のみならず一部没収も規定しておくこと、また一部没収の割合については確定させないこと。

5． 懲戒の手続きに関する規定について

手続規定については不必要に厳しい規定を設けるべきではなく、例外の余地を残す。

→細かい手続き違反に関して裁判所の厳しい態度をとることも・・

（１）弁明機会の付与について

　　懲戒解雇・論旨退職など労働者に対する不利益が著しい処分の場合

→規定の有無に関わらず認めるべき

（２）懲戒委員会の設置について

　　諮問機関なのかそれとも意思決定機関なのかを明確にするべき

→委員会を通さなくてもいい例外の余地が残っているか？

6． 懲戒前自宅待機措置の規定について

（１）自宅待機措置の性質

　　　　　自宅待機措置≠懲戒処分としての出勤停止

　　　　　　　　　　　＝一種の業務命令

（２）自宅待機措置の内容

　　⇒無給としておくべき

· 懲戒処分としての出勤停止処分との均衡上、無給の自宅待機処分は懲戒解雇ないし論旨退職事由が疑われる時に限るべき

7． 懲戒処分と損害賠償との関係を定める規定について

懲戒処分は労働者の企業秩序維持義務違反に対する一種の制裁罰≠損害の穴埋め

⇒懲戒処分と損害賠償請求は別物

8． 総括

懲戒制度は、内部統制制度の実効性を保つための手段といえる。

⇒「コンプライアンス」の視点からも、懲戒規程の整備は改めて必要である。

参考規定例

２．懲戒処分の種類を定めた規定について

第○条　懲戒の種類は、次の各号の通りとする。

1 譴責：始末書を提出させて将来を戒める。

2 減給：始末書を提出させる他、給与を減ずる。ただし、減給の額は、1事案について平均賃金1日分の半額をこえないものとし、また、複数事案に対しては減給総額が当該賃金支払期間における賃金総額の10分の1を超えないものとする。

3 出勤停止：始末書を提出させる他、７日以内の期間を定めて出勤を停止する。出勤停止期間中は給与を支給しない。勤続年数の計算においても算入対象期間とされない。

4 降職・降格：始末書を提出させる他、職制上の地位を免じ若しくは引き下げ、または資格等級を引き下げる。

5 論旨退職：論旨により退職願いを提出させるが、これに応じないときは解雇する。

6 懲戒解雇：予告期間をおかず、また解雇予告手当を支払わないで、即時に解雇する。ただし、行政庁の認定を受けないときは解雇予告手当を支払って即時に解雇する。

３．懲戒事由を定めた規定について（タイプ②に準拠）

第○条　従業員が、次の各号の一に該当した場合、譴責、減給、出勤停止若しくは降職、降格し処する。ただし、諸般の事情から情状酌量の余地があるか、当該従業員に著しく改悛の情が認められ将来に渡り再発の可能性が認められないときは、懲戒を免除することがある。

1 会社の業務上の指示、命令に従わなかったとき

2 正当な事由なく欠勤・遅刻・早退・私的外出などを行ったとき

3 不用意な発言により会社の信用や名誉を傷つけたとき

（略）

10 その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき

　　２　従業員が次の各号の一に該当した場合、論旨退職ないし懲戒解雇に処する。ただし、諸般の事情から情状酌量の余地があるか、当該従業員に著しく改悛の情が認められるときには、論旨退職よりも軽減された種類の懲戒処分に付することがある。

1 正当な事由がない欠勤または無断欠勤が２週間以上に及んだとき

2 経歴を偽り、その他不正な方法で入社したとき

3 業務上の秘密を社外に漏らし、または漏らそうとしたとき

4 故意または重大な過失により、会社の信用を著しく傷つけ、または多額の損害を被らせたとき

5 業務に関連して私利を図り、または不当に金品その他を授受するなどの行為に及んだとき

（略）

⑩　その他前各号に準ずる程度の不都合な行為があったとき

４．退職金に関する没収規定について

第○条　従業員が懲戒解雇処分に付された場合は、退職金を支給しない。ただし、情状によっては減額に留めることがある。

２　従業員の退職後において、同人が在職中に懲戒解雇事由に相当する事実を行ったことが明らかになった場合も前項と同様とし、すでに退職金が支払われている場合にはこれを返還させるものとする。

５．懲戒の手続きに関する規定について

第○条　懲戒解雇・論旨退職事由に相当するとして、懲戒解雇ないしは論旨退職になるおそれがある従業員については、事前に弁明の機会を与える。

６．懲戒前自宅待機措置の規定について

　第○条　従業員の行為が懲戒解雇・論旨退職事由に該当ないしそのおそれがある場合、調査または審議決定するまでの間、自宅待機させることがある。

　　２　前項の自宅待機期間中の賃金は無給とする。

７．懲戒処分と損害賠償との関係を定める規定について

第○条　従業員が故意または過失によって会社に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。また、懲戒されたことによって損害の賠償を免れることはない。

（参考資料）田中勇気（2003）『懲戒規程レビューのチェックポイント』

（ビジネスガイドNO.605）日本法令
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